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 我が国は頻繁に大規模な自然災害が発生しており，災害への備えは必要不可欠である．本研究は，計画

的行動理論の視点から，防災意識の向上や防災行動の促進に寄与する情報提供内容について検討した．子

供を持つ母親世代約 1200 人に対して，計画的行動理論に基づく情報提供を行った後，災害意識や飲食料

の備蓄などの対策状況に関するアンケート調査を行った．その結果，情報提供をしたことによる意識や防

災行動の変化はみられなかった．次に，被験者の被災経験の有無に着目したところ，被災経験有りの被験

者の方が，計画的行動理論の項目や防災に対する意識が高いことが分かった．特に被災経験有りの被験者

は，災害リスク認知が高いことが示された．また，飲食料の備蓄量についても被災経験有りの被験者の方

が備蓄量が多いことが示された． 

 

     Key Words :  disaster preparednessitalic, disaster prevention diagnostic test, randomized controlled  

trial, theory of planned behavior, storage of food and drink,  household food stockpiling 

 

 

1. はじめに 

 

我が国は自然災害大国であり，2011 年に発生した東

日本大震災を筆頭とする様々な種類や規模の自然災害が，

毎年日本各地で発生している．また，首都直下地震や南

海トラフ地震などの大規模な自然災害が，数十年以内に

高確率で発生することが予想されており 1)，自然災害へ

の備えは必要不可欠である． 

 しかし，今後発生が予想される大規模災害時には，行

政による公助が行き届かなくなることが想定されており，

各家庭での防災対策は必須かつ急務とされている 2)．し

かし，内閣府の調査 3)によると「食料や飲料水，日用品

などを準備している」と回答した割合は，2013 年 12 月

には 46.6％だったにも関わらず，4年後の 2017 年 11月

には 45.7％となっており，家庭防災の促進・継続があま

り進んでいない． 

このように，各家庭での防災対策や飲食料備蓄などの

家庭防災が重要であり，市民の防災行動を効果的に促進

できるような働きかけが必要不可欠である．そこで，本

研究では，防災意識の向上に有効な情報提供内容や，防

災行動に寄与する要因と，その関係性を調査することを

目的とする．本調査では，家庭防災の中でも特に計画的

な行動が必要とされ，かつ発災後の心身の状態を大きく

左右すると考えられる家庭備蓄に着目して調査を実施す

る． 

 

 

2. 既往研究 

 

 本研究では，家庭防災の重要性を市民に対して教育し，

防災意識を向上させる必要があるため，最初に防災教育

の分野の既往研究をレビューする．次に，本調査では防

災行動の中でも特に，家庭備蓄に着目して調査を実施す

るため，家庭防災や家庭備蓄に着目した既往研究のレビ
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ューを行った． 

 第一に防災教育の分野を中心に検討する．達川ら4)は，

講習会等を用いた防災意識の変化を検証し，防災研修会

の開催の効果や，地域の脆弱性への理解が自律的な避難

の意思決定に有効であることを明らかにした．伊藤ら5)

は，防災講座の有効性や，対象者や講座内容に関する検

討を行った．その結果，中学生よりも地域住民の方が防

災意識レベルが高いことや地震への関心や理解，地域防

災への興味が実感しやすい講座内容が有意であることが

示された．しかし，これらの実験ではそもそも講習会等

に参加しない防災意識の低い層を含めた検証がなされて

いない． 

 黒崎ら6)は，学校教育プログラムを用いて，小・中・

高校生を対象とした防災教育を実施した．その結果，防

災教育にはコミュニケーションが有効であることなどが

明らかになった．加藤7)らは，防災診断テストを用いて，

大学生を対象とした防災教育を実施した．その結果，防

災診断テストは防災対策について改めて考えさせるきっ

かけとなることが分かった．また，加藤8)らは，大学生

を対象とした動画による情報提供やレポート課題実施に

よる防災意識の向上や防災行動の促進に関する調査を行

った．その結果，レポート課題を実施し，自身の防災行

動を明確にすることは，簡単な防災対策に寄与すること

が分かった．しかし，学生と比較して教育の機会が少な

い社会人を対象とした検証はなされていない． 

 それに対し，本研究では講習会等ではなくメッセージ

による防災情報提供により実験を行い，意識の低い層や

社会人を対象に検証を実施する．既存研究においてこの

ような観点でとりまとめた事例は見当たらない． 

 第二に，家庭防災の分野を中心に検討する．防災行動

意図に関する既往研究として，元吉ら9)10)は，計画的行

動理論11)を用いて，防災行動意図に寄与する要因の検討

を行った．研究の結果，地域防災活動への参加意図は，

ベネフィット認知や主観的規範，災害への関心が高い場

合に高くなることが明らかになった9)．また，元吉らは

地域防災行動意図と家庭防災行動意図に影響を与える規

定因についても検討した10)．その結果，コスト認知が低

く，ベネフィット認知が高い場合に，地域防災行動意図

が高くなった．一方，家庭防災行動意図に関しては，コ

スト認知に関わらず，ベネフィット認知，主観的規範，

災害への関心の高さが影響を及ぼすことが分かった．し

かし，防災行動意図に寄与する要因の検討にとどまって

おり，防災行動を促進するための具体的な活用方法や実

際の防災行動への移行についての検討はなされていない． 

丸田ら12)は，防護動機理論を用いてリスクに着目した

飲料水備蓄行動に関する検討を行っている．研究の結果

から，世帯主のリスク認知が高いほど，飲料水を備蓄す

る確率は有意に上昇し，飲料水備蓄の不足量が有意に減

少することを明らかにした．しかし，リスク認知のみの

検討に留まっており，他の防災行動意図の要因について

の検討ができていない． 

また，家庭防災に関する既往研究として，宮崎ら13)は

家庭備蓄の便益と費用についての検討を行った．結果よ

り，食糧品備蓄が実施されない理由として，食料品備蓄

の必要性が十分に認識されていないことや備蓄計画を立

てる能力が不足していることが明らかになった．また，

各家庭が持つ備蓄食料品の食味や消費期限に関するイメ

ージが食料品備蓄の費用に対する評価に大きく影響する

ことが明らかになった．しかし，コスト認知とベネフィ

ット認知に関する検討に留まっており，他の行動要因に

関する検討はなされていない.  

守14)は，災害備蓄に関する今後の展望について考察し，

安定した地域社会は多くの紆余曲折を経て，自らの地域

を自ら管理する能力を持ちうることを示した．しかし，

考察は，地域防災に関するものにとどまっており，家庭

備蓄まで網羅しているとはいえない． 

これらの既往研究に対し，本研究では防災行動を促進

する要因の検討に留まらず，情報提供の効果と実際の防

災対策状況について調査する．これより，防災行動を促

進する要因と実際の家庭備蓄の関係性についても検討す

る．既往研究においてこのような観点でとりまとめた事

例は見当たらない．したがって，本研究ではアンケート

調査により，防災意識の向上に有効な情報提供内容や防

災行動に寄与する要因の検討を行った．その際には，防

災意識の向上や防災行動の促進に寄与する要因と実際の

防災行動の関係性についても検討するため，共分散構造

分析を行った． 

 本研究の意義は，これらの調査により各家庭での防災

行動の促進に有効な情報提供内容を明確にすることがで

き，家庭防災を促進する手法の一部として活用すること

である． 

 

 

3. 防災行動の規定因 

 

 本研究では，防災行動の規定因を「計画的行動理論11)」

に着目して検討を行う．計画的行動理論は，行動意図に

よって行動が生じることを説明した心理モデルとして有

名であり，リスクを回避するといった目的に基づく合理

的な行動を検討する場合には有効であると考えられてい

る．今回検討する家庭備蓄は，継続的な取り組みが必要

であるため，家庭備蓄を自発的で合理的行動と位置付け

て調査を行う． 

 計画的行動理論によれば，社会的事象に対する行動の

最善予測因子は行動意図であり，行動意図は「行動への

態度」「主観的規範」「行動コントロール感」によって
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規定されると理論づけられている． 

 ここで「行動への態度」とは，行動の結果に対しての

ポジティブ・ネガティブな評価のことである．行動への

態度の要素として，コスト認知とベネフィット認知が取

り上げられる．コスト認知は行動に対するネガティブ評

価の構成要素であり，ベネフィット認知は行動に対する

ポジティブ評価の構成要素である10)．瀬尾ら15)は，防災

対策を行わない理由として，多くの住民が時間的・金銭

的な余裕がないことを挙げていることを指摘している．

また，被害に比べて対策にかかる費用が大きいと考える

住民がいることも明らかにしている．また，元吉ら10)は

自然災害におけるリスク回避行動は，他の社会行動に比

べ，コストが大きい行動であることを示している．大友
16)らは，コスト評価が顕著になる行動では，行動意図と

同様にコスト評価が行動を直接規定することを示唆した．

これより，防災行動においても，コスト認知とベネフィ

ット認知は重要な要因であると考えられる． 

 「主観的規範」とは，行為者の重要な周囲の他者が行

為者にどの程度その行為を期待しているかという概念で

ある10)．欧米で行われた合理的行為の理論に関する研究

のメタ分析の結果から，主観的規範の効果は，態度の効

果と比較して小さいという指摘もなされている11)．しか

し，金井ら17)は，親にとっての最大の保全対象である子

どもの身の危険に対する不安を喚起することで防災行動

を誘発でき，その際に感じた不安が大きいほど行動誘発

効果は高いという可能性を示している．今回の調査では，

被験者を小さい子供を持つ母親世代とするため，被験者

にとって重要な周囲の他者である家族からの影響を大き

く受けることが予想される．従って，本調査においては，

防災行動の重要な規定因になることが予想される． 

 「行動コントロール感」とは，行動統制認知ともいわ

れ，期待される行動（ここでは防災行動）の実行の容易

さに関する概念である．行動コントロール感は，計画的

行動理論の前身である合理的行為理論18)においては，行

動の規定因に含まれていなかった．しかし，元吉ら10)は，

防災行動意図の促進には，防災行動の有効性を伝え，

人々の自己効力感を高めることも必要であると示してい

る．また，行動コントロール感は，行動意図だけでなく

直接的に行動に影響を与えるとしている11)．これらの結

果を踏まえ，本調査では行動コントロール感に関しても

防災行動に寄与する要因となる可能性が高いと考える． 

 また，本研究では，計画的行動理論に基づく要因以外

の以下4つの要因を防災行動意図の規定因として検討し

た．「災害リスク認知」と「不安感」を，自然災害をリ

スク事象やストレスイベントとみなした際に，その対処

行動として防災行動を捉える観点での規定因として設定

した．大友ら159は，災害リスク認知は防災行動に対する

目標意図を規定することを示唆している．目標意図は，

防災行動意図に寄与することから，災害リスク認知は防

災行動意図の規定因として，欠かせないものであると考

えられる．次に，不安感は認知的アプローチが主流とな

った1970年代後半以降，行動に直接的な影響を与える要

因として扱われてこなかった．しかし，近年，木村ら20)

により恐怖感情の役割は再認識されてきている．このこ

とから，本研究では，「災害リスク認知」や「不安感」

も防災行動の規定因として位置付け，検討を行う． 

 さらに，防災行動意図の規定因として「災害への意識

関心」「社会考慮」についても考慮する．元吉ら10)は，

災害への意識関心が高い場合に，防災行動意図が高くな

ることを示唆している．また，主観的規範やベネフィッ

ト認知を高め，コスト認知を低める要因として位置づけ

られ，防災行動意図への間接的な影響も示されている9)．

また，社会考慮の高い人は，自分と社会との繋がりを意

識し，社会における問題を自分のこととして捉え，適切

な判断や行動を積極的に行う存在であるとされている10)．

このことから，防災行動意図に大きく影響すると考えら

れる「災害への意識関心」「社会考慮」についても検討

する． 

 以上より，本研究では，防災行動の規定因として，計

画的行動理論に基づいた「行動への態度」「主観的規範」

「行動コントロール感」と，「災害リスク認知」「不安

感」「災害への意識関心」「社会考慮」について検討す

る． 

 

 

4. 情報提供に関する調査 

 

(1) 調査概要 

本調査では，家庭備蓄を行う際に，特に行動主体とな

ると考えられる母親世代を対象に調査を実施する．調査

表-1 調査概要 

調査期間 
1回目：2019年3月18日～2019年3月20日 

2回目：2019年3月22日～2019年3月25日 

調査対象 全国の子供を持つ母親世代 1248名 

調査手段 マクロミル インターネットリサーチQuick 

有効回答数 

行動への態度群 266 

主観的規範群 256 

行動コントロール感群 267 

制御群 272 

計 1061 

個人調査 

(1)個人属性（性別，年齢等） 

(2)居住地域 

(3)居住形態 

(4)家族との同居の有無 

(5)子供の就学状況 

(6)被災経験 

(7)被災時期 
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では，回答者の防災に関する意識調査や個人属性につい

て問う個人調査，現状の家庭備蓄状況について問う備蓄

調査と防災診断テストを行った．ここで防災診断テスト

とは，ゲーム感覚で防災知識を身に着けることができ，

地震の防災対策状況を見直すことができる防災対策ツー

ルである．防災診断テストによって，家庭備蓄以外の家

庭防災状況を確認することを目的としている． 

防災意識の向上に有効な情報提供内容や，防災行動に

寄与する要因を調査する方法として，被験者を「行動へ

の態度群」「主観的規範群」「行動コントロール感群」

「制御群」の4群に分け，ランダム化比較実験を行った．

各群に計画的行動理論に基づいて作成した異なるメッセ

ージを提供し，その後，意識調査と備蓄調査，防災診断

テストを行った．なお，群間に被災経験などの個人属性

に差が生じないよう，被験者をわける前に個人属性調査

を実施した．調査の概要を表-1に示す． 

 

(2) 調査内容 

a) 個人調査 

個人調査では，被験者自身の性別，居住地域，子供の

有無等に関する個人属性と，被災経験や被災時期等の被

験者の被災に関する情報の全13問について調査した． 

b) 情報提供 

被験者に効率的な飲食料の備蓄方法や必要な飲食料備

蓄量に関する情報を提供する為に，本調査ではローリン

グストック法17)に関する関する情報を提供した．ローリ

ングストック法とは，継続的な家庭備蓄に有効な方法と

され，内閣府も長期的な家庭備蓄の方法として推奨して

いる方法である22)．被験者に提供したローリングストッ

ク法に関するメッセージを以下図-1に示す．次に，計画

的行動理論に基づいて作成したメッセージを，行動への

態度群，主観的規範群，行動コントロール感群に提供し

た．計画的行動理論に基づいて作成したメッセージを以

下図-2～図-4に示す．行動への態度群には，家庭備蓄を

することの効果の高さやコストの低さをアピールするこ

とを強調した内容を記載した．主観的規範群には，被験

者自身が家族から家庭備蓄をすることを望まれているこ

とを強調する内容を記載した．また，行動コントロール

感群には，家庭備蓄という行動の簡単さを強調する内容

を記載した．最後に，制御群には，図-1に示すローリン

グストック法に関するメッセージのみを提供した． 

すべての群に図-1に示すローリングストック法に関す

図-1 ローリングストック法のメッセージ 

図-3 主観的規範のメッセージ 

図-2 行動への態度のメッセージ 

図-4 行動コントロール感のメッセージ 
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るメッセージを提供した後，制御群以外の3つの群に図-

2～図-4に示す計画的行動理論に関するメッセージをそ

れぞれ提供した． 

c) 意識調査 

本研究の意識調査の質問内容は，元吉10)らの調査項目

を参考にしている．意識調査の大項目を計画的行動理論

に基づいた「コスト認知」「ベネフィット認知」「主観

的規範」「行動コントロール感」と，災害意識について

問うことと目的とした「災害リスク認知」「不安感」

「災害への意識関心」「防災行動意図」「社会考慮」と

した．意識調査は9項目に関する全38問である．調査の

回答は，「全くそう思わない」「そう思わない」「どち

らかと言えば，そう思わない」「どちらかと言えば，そ

う思う」「そう思う」「とてもそう思う」の6段階で評

価してもらった． 

d) 備蓄調査 

木島 23)の家庭備蓄に関する考察における備蓄食糧の上

位 7品目や非常用備蓄食品の 8条件（保存性，安定性，

使用性，耐久性，簡便性，経済性，企業性，加食性）を

参考にして，9 品目に関する家庭での保存状況を調査し

た．品目は，飲料水，生米，レトルト食品，米飯加工品，

カップ麺類，缶詰，健康食品，お菓子，珍味である．品

目の標品分類区分については，JICFS 商品分類区分 24)を

参考にした． 

e) 防災診断テスト 

防災診断テストは，被験者の防災対策状況を診断する

だけでなく，被験者に自身の防災対策の現状を把握して

もらうことも目的としている．回答方式は3段階評価と

し，被験者の防災対策状況や防災行動の程度を診断した．

診断結果については，防災対策を十分にしているという

回答を選んだ場合は3点，逆に防災対策を十分にしてい

ないという回答を選んだ場合には1点とし，被験者の回

答に応じて防災対策状況を点数化した．防災診断テスト

は全12問であり，質問項目を表-2に示す． 

 

 

5. 結果 

 

(1) サンプル数・個人属性 

本調査における有効回答は計1061であった．個人属性

や居住形態，被災経験に関して基礎集計をした後，カイ

二乗検定を行ったところ，群間に差は見られなかった． 

被災経験について，地震の被災者で回答が多かったも

のは東日本大震災や北海道胆振東部地震，熊本地震など

過去10年以内の災害であった． 

 

(2) 情報提供の効果 

計画的行動理論に基づいた情報提供の効果を測るため

に意識調査と防災診断テストの結果を用いて，基礎集計

と平均値の差の検定を行った． 

その結果，制御群と比較して情報提供を行った各群と

の防災意識の差に統計的有意差は得られなかった．すな

わち情報提供を行ったことによる意識の変化と防災診断

テストの点数の変化は見られなかった． 

 

(3) 被災経験の有無 

廣中ら25)は，災害に対する意識や危機感の高さには，

被災経験が関連することを示唆している．これより，被

災経験の有無による防災意識や防災行動の変化を分析し

た．その結果を図-5に示す．意識調査では，ベネフィッ

表-2 防災診断テストの質問項目 

 3点 2点 1点 

(1)飲料水の備蓄状況 備えている 
量は足りていないが一応し

ている 
備えていない 

(2)備蓄食料の賞味期限の確認 切れていない 
備蓄しているが、賞味期限

を把握していない 

切れている，またはそもそ

も備蓄していない 

(3)食料の備蓄状況 1週間分 3日分 3日分以下 

(4)家具の固定状況 すべてしている 一部している していない 

(5)ハザードマップの確認 把握している 確認したが覚えていない 確認していない 

(6)避難経路や避難場所の確認 知っている 漠然としか知らない 知らない 

(7)ライフライン停止時の対策 しっかり考えている 漠然としか考えていない 考えていない 

(8)災害時の情報収集方法 具体的に知っている 漠然としか知らない 知らない 

(9)災害用伝言ダイヤル 

伝言板の使用方法 

番号やアクセス方法も知っ

ているし完璧に使える 

番号やアクセス方法は知っ

ているが使えないと思う 
使えないと思う 

(10)簡易トイレの作り方 
作り方も知っているし 

作れる 

作り方はなんとなく知って

いるが作れる自信はない 
知らない 

(11)発災時の行動確認 
考えているし，家族とも 

共有している 

考えているが，家族との 

共有はできていない 
していない 

(12)携帯のポータブル充電器の

充電状況 
満タンにしてある 

ポータブル充電器は持って

いるが充電はしていない 

充電器を持っていない、充

電をしていない 
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ト認知（「飲食料の備蓄をすれば、地震災害に役立つを

思う」「飲食料の備蓄をすれば、地震災害時に自分や家

族を守ることができると思う」）やコスト認知（「いつ

起こるかわからない地震災害のために，飲食料を500円

分多めに購入することは，金銭的に大変だ」），行動コ

ントロール感（「飲食料の備蓄をするのは、簡単であ

る」），防災行動意図（「災害が起きた時に被害を減ら

すため，日頃から防災用品を準備しておきたい」），災

害への意識関心（「メディア（テレビ・新聞）での災害

に関する報道に興味がある」）での項目で統計的有意差

が得られた．また，災害リスク認知（「自分の住む地域

は，地震で大きな被害に遭う可能性が高いと思う」「今

後約30年以内には大規模地震に遭うことがあると思う」

「飲食料の備蓄をしていなければ、災害時に困ると思

う」）ではすべての質問において統計的有意差が得られ

た．廣中らは，被災経験がある人は，災害への関心や危

機感が高いくなるという知見を得ており，本研究におい

て得られた結果とも一致する． 

また，防災診断テストの結果を図-6に示す．家庭備蓄

の項目や災害時の情報収集方法などの複数の項目におい

て統計的有意差が得られた．また，防災診断テストの合

計点を比較した結果，被災経験有群は合計点23.2点，被

災経験無群は22.5点となり，1%有意で統計的有意差が得

られた．備蓄調査の結果を図-7に示す．米やカップ麺類，

缶詰において統計的有意差が得られた．

 

災害時に備えて、水３ℓ/日・人を

３日分（９ℓ/日・人）備えていますか

備蓄食糧の賞味期限は切れていませんか

食糧の備蓄を最低３日分（理想は１週間分）

していますか

災害時に備えて、自宅の家具の固定を

行っていますか

ハザードマップで住んでいる地域の

被害状況を把握していますか

自宅から最も近い避難所がどこか

知っていますか

ライフラインが停止した場合の対策について

考えていますか

災害時の情報収集の仕方を知っていますか

災害用伝言ダイヤルを使えますか

断水時の簡易トイレの作り方を知っていますか

発災時の行動について家族と話し合ったり，

自分で考えていますか？（集合場所，連絡方法など）

携帯電話のポータブル充電器は

充電してありますか

Q
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N=1061

(*p<0.1,**p<0.05,***p<0.01) 

 図-5 意識調査の結果 

飲食料の備蓄をすれば、地震災害に役立つを思う

防災用品を準備しておけば、地震災害時に役立つと思う

家庭で事前に地震災害時について話し合っておけば、

災害時に役立つと思う

飲食料の備蓄をすれば、地震災害時に自分や家族を守ること

ができると思う

家庭で防災対策をしておけば、地震災害が発生しても

大丈夫だと思う

飲食料の備蓄をするのは、お金と手間がかかる

備蓄の賞味期限管理をするのは大変だ

飲食料の備蓄場所を確保するのは大変だ

自分の家庭で防災対策をするのは，時間と手間がかかる

いつ起こるかわからない地震災害のために，

飲食料を500円分多めに購入することは，金銭的に大変だ

家族は私が自分の家の防災対策をする事を

望んでいると思う

家族は私がもっと防災について真剣に考えることを

望んでいると思う

私が家庭における防災対策をしておけば，家族も

喜ぶと思う

家族は私が飲食料の備蓄をする事を望んでいると思う

家族は私が飲食料の備蓄をしていなかったら

地震災害時に困ると思う

飲食料の備蓄をするのは、簡単である

備蓄している飲食料の賞味期限を管理するのは、

簡単である

防災について家族と話し合うのは、簡単である

買い物の際にいつもより少し多めに食品を買うのは、

簡単である

飲食料の備蓄をするためのスペースを確保するのは、

簡単である

自分の住む地域は，地震で大きな被害に遭う可能性が高いと

思う

今後約30年以内には大規模地震に遭うことがあると思う

飲食料の備蓄をしていなければ、災害時に困ると思う

今後発生が予想される大規模地震が起こった時のことを

考えると心配になる

大規模地震のことを考えると落ち着かなくなる

「地震は起きたらどうなるだろう」という不安にかられる

地震など災害に対する地域や対策の情報に

興味がある

メディア（テレビ・新聞）での災害に関する報道に

興味がある

行政機関が行っている防災対策の内容について

興味がある

自分の地域の災害に関する情報や災害に対する備えに

ついて興味がある

災害が起きた時に被害を減らすため，日頃から防災用品を準

備しておきたい

自分の住む地域についての防災勉強会があれば，

私もぜひ参加したい

災害に備えて，家族で防災計画について

話し合っておきたい

災害に備えて，地域の災害に関する情報を

確認しておきたい

自分が暮らす社会全体のことについて考えることがある

社会がいかに成り立っているかということについて

考えることがある

社会の中で自分はどのように行動すべきかを

考えることがある
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図-6 防災診断テストの結果 
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図-7 備蓄調査の結果 
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(4) 共分散構造分析 

以上より，本調査にて提供したメッセージは防災意

識の向上には寄与しなかったことや被災経験の有無が防

災意識や防災行動に大きく影響することが明らかになっ

た．しかし，これまでの結果では，防災意識の向上や防

災行動に寄与する情報提供内容に関する検討が行えてい

ない．これより，計画的行動理論や災害意識の要因と実

際の防災行動の関係性についても検討するため，共分散

構造分析を行った．元吉5)ら，大友12)らの結果を基に，

図-8のような想定モデルを作成した．元吉5)の結果から，

災害への意識関心が高い場合に防災行動意図が高くなり，

また，防災行動意図が高い場合に防災行動に繋がるとい

う仮説を立てた．また，コスト認知やベネフィット認知

は，防災行動意図に寄与することから，これらが防災行

動に寄与すると考えた．また，大友12)の結果から，リス

ク認知や主観的規範が高い場合に，防災行動意図も高く

なることが示されていることから，リスク認知の防災行

動意図や防災行動への影響も検討した．以上の想定した

モデルの妥当性を構造方程式モデルによって検討した．

分析には，AMOSを用いた．図-9は，構造方程式モデル

によって推定されたパスダイヤグラムである．仮説とは

異なり，主観的規範や行動コントロール感，不安感，社

会考慮が防災行動に寄与しないことが示された．主な適

合度指標は，GFI=0.925， AGFI=0.902， CFI=0.930，

RMSEA=0.067であった．分析に際して，有意な影響が得

られたパスのみ残した．いずれもデータとモデルの適合

度が比較的高いことを示しており，モデルが妥当であっ

たことが示されたといえる． 

構成概念から観測変数への影響指標は絶対値で，

0.50以上とおおむね高く，構成概念と測定項目との関連

が適切であるといえる．防災行動へのパス係数は，防災

行動意図から0.54，コスト認知から-0.22であった．防災

行動意図へのパス係数は，リスク認知から0.28，災害へ

の意識関心から0.57であった．コスト認知へのパス係数

は，リスク認知から0.22であり，ベネフィット認知への

パス係数は，災害への意識関心から0.64であった．また，

リスク認知へのパス係数は，災害への意識関心から0.25，

ベネフィット認知から0.55であった． 

 

 

6. 考察 

 

以上の分析を踏まえて，得られた結果の考察を行う．

最初に，計画的行動理論に基づいた情報提供を行った結

果，情報提供による防災意識や防災診断テストの結果に

変化は生じなかった．この結果を踏まえて，被災経験の

有無による防災意識や防災行動の違いを分析した．その

結果，意識調査では，災害リスク認知を筆頭に複数の項

目で統計的有意差が得られた．また，防災診断テストや

備蓄調査でも被災経験の有無による変化の差が得られた．

情報提供による変化が計測できなかった原因について，

以下の理由が考えられる．情報提供を行った際のメッセ

ージの内容が被験者に影響を与えるには不十分であった

一方で，被災経験の有無が防災行動に影響することから，

本調査で与えたメッセージでは十分な影響を与えられな

かったと考えられる．これより，被災経験など，実体験

に基づくインパクトの大きい影響を与えることができる

くらいのメッセージの検討や，その他手法の開発が必要

である．特に，計画的行動理論の要因の中でも，主観的

規範の変化の要因について観測することができなかった．

既往研究7)では，主観的規範は計画的行動理論の他の要

因と比較して促進されにくいと指摘する意見もある．こ

れより，主観的規範に関して本調査でも情報提供による

影響が小さかった可能性がある． 

次に，共分散構造分析により，計画的行動理論や災害

意識の要因と実際の防災行動の関係性についても検討し

た．分析の結果，以下4つの知見が得られた．最初に，

元吉9)らや大友19)らの結果と同様に，コスト認知が低く，

図-8 想定モデル 
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リスク認知
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行動意図
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不安感
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行動コント
ロール感
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図-9 共分散構造分析 
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防災行動意図が高い場合に防災行動が促進されることが

示された．元吉ら9)は，コスト認知に関する評価は防災

行動意図を抑制する強い影響力を持つことを指摘してい

る．また，大友ら19)は，コストが大きい自然災害のリス

ク回避行動において，防災行動意図と防災行動との関連

よりもコスト認知と防災行動との関連が潜在的に強くな

ることと考察している．このことから，防災行動の促進

には防災行動意図だけではなく，コスト認知を低くする

工夫が必要であると考えられる． 

2つ目は，大友19)らの結果と同じく，災害への意識関

心やリスク認知が高い場合に，防災行動意図が高くなる

ことが示された．大友ら19)は，リスク認知が高い場合に，

「防災行動をすべきだ」と考える目標意図が高くなり，

目標意図は行動意図に寄与することを示している．この

ことから，市民に対して，災害への意識関心を持つよう

に働きかけることや自身が暮らす地域への正しいリスク

や防災知識の提供が重要であることが示された． 

 3つ目は，元吉ら10)の結果と共通して，災害への意識

関心やベネフィット認知が高い場合に，リスク認知が高

くなることが示された．また，災害への意識関心が高い

場合に，ベネフィット認知が高くなることが示された．

元吉ら10)は，家庭防災の行動意図の要因として，リスク

認知や災害への意識関心，ベネフィット認知の関連性の

強さを指摘している．このことから，リスク認知を高め

るには，防災への意識関心を高めることや，防災行動の

有効性を伝え，自己効力感を高めることが必要である． 

4つ目は，ベネフィット認知が高い場合に，コスト認

知が高くなることが示された．コスト認知とベネフィッ

ト認知の関連性については，認知的不協和26)と同様の現

象が起きていることが推測される．認知的不協和とは，

行動心理学のひとつであり，認知を構成する要素相互の

間に不協和（不適合）が起こることである．さらに認知

的不協和理論では不協和が生じると心理的に不快である

ためそれを低減するように動機付けられると考えられて

いる．本調査においても，「家庭備蓄は役立つとは理解

しているものの，コストをかけたくないため，役に立つ

家庭備蓄はコストが高いと思い込む」という心理的作用

が働いたと考えられる． 

以上より，防災行動に寄与する要因として以下2つの

知見が得られた．1つ目は，ベネフィット認知が高まる

とコスト認知が高くなり，防災行動を抑制するというこ

とが示された．2つ目は，ベネフィット認知が高まると

リスク認知が高くなり，リスク認知が高くなると防災行

動意図に寄与し，防災行動意図が高くなると防災行動が

促進されることが示された．このことから，防災行動を

促進するには，コスト認知ではなく，リスク認知を強調

するような情報提供が必要であると考えられる． 

  

 

7. おわりに 

 

本研究は，防災意識の向上に有効な情報提供内容や防

災行動に寄与する要因とその関係性を調査することを目

的とし，家庭備蓄に着目して調査を実施した．さらに，

計画的行動理論において，行動意図の直接の要因とされ

る防災行動意図に着目し，防災行動や防災行動意図を規

定する要因について検討した．また，行動への態度，主

観的規範，行動コントロール感などの計画的行動理論の

要因に加えて，災害リスク認知，不安感，災害への意識

関心，社会考慮などの要因についても考慮した．その結

果，本調査における情報提供は防災意識の変化には寄与

しなかったものの，被災経験の有無が防災意識や防災行

動に寄与することが示された．また，共分散構造分析の

結果，コスト認知を抑え，防災行動意図を促進すれば，

防災行動を促すことができることが示唆された． 

本研究において，被災経験の有無による防災行動状況

の差を確認できたことや，実際の家庭備蓄状況を調査し

た上で防災行動と防災行動に寄与する要因との関連性を

明らかにすることができたことは成果である．しかし，

今後の課題として情報提供により防災行動への移行を促

進させることはできなかった．このことから，いかに防

災行動に寄与する情報提供内容の検討が今後も必要であ

る． 

本研究では，家庭備蓄を合理的な防災行動として位置

づけ，調査を行った．しかし，大友ら19)は，計画的行動

理論に代表される態度-行動理論では，短絡的結果であ

るコストと中・長期的結果であるベネフィットの対応関

係に時間的なズレが存在するという時間的トラップによ

り個人の意志と行動選択に乖離が生じるリスク関連行動

を説明するには一定の限界が存在するとしている．この

ことから，個人の意志とは無関係な社会・環境的要因の

影響を受ける非意図的決定を含めた包括的な検討が必要

である． 

また，本調査の被験者は，子供をもつ母親に限定して

いるため，研究結果の一般化について留意点がある．今

後は，対象者の属性や枠組みの幅を広げ，多様な社会属

性を含めた調査研究が必要である． 
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IMPACT OF DISASTER EXPERIENCE ON DISASTER PREVENTION 

MEASURES: THE HOUSEHOLD STOCK OF FOOD AND DRINK 
 

Mayu KATO, Shintaro TERABE, Hideki YAGINUMA, Kosuke TANAKA  

and Nan KANG 

 
In Japan, large-scale natural disasters frequently occur, and disaster preparedness is indispensable. This 

study examined the contents of information that contributed to the improvement of disaster prevention 

awareness and the promotion of disaster prevention behavior from the viewpoint of the theory of planned 

behavior(TPB). After providing information based on TPB to about 1,200 mothers with children, a ques-

tionnaire survey was conducted on the state of countermeasures such as disaster awareness and food 

stockpile. As a result, there was no change in awareness or disaster prevention behavior due to the provi-

sion of information. Next, we focused on whether or not the subjects had any experience with the disaster. 

As a result, it was found that subjects with experience of disaster were more aware of TPB items such as 

attitudes toward behavior, subjective norms, and perceived behavioral control, and disaster prevention. In 

particular, subjects with experience of disaster showed high awareness of disaster risk. In addition, with 

regard to food stocks, subjects with experience of disaster suffered more stockpile, especially more 

canned items and cup noodles. 
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